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株式会社アルトナー 代表取締役社長の関口でございます。本日はどうぞよろしくお
願い申し上げます。

改めまして本日はWebセミナーにご参加いただきましてありがとうございます。

それでは早速説明に移らせていただきます。
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まず初めに会社情報です。

こちらは記載の通りでございます。

当社は東京証券取引所プライム市場。

証券コードは2163でございます。
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本日の会社説明、決算説明のプログラムです。

まず初めに、当社は2022年1月期の決算を受けまして、8期連続の増収・増益 2桁
成長を達成することができました。

その要因についてご説明をさせていただきます。

その後、徹底した研修制度や、プライム市場の上場維持基準達成への中期経営計画。

また、株主の皆様への還元政策である配当について。

そして直近、第61期 2023年1月期の第1四半期の決算概要についてご説明をさせて
いただきます。

最後に参考資料を添付させていただいております。

それではまず初めに、8期連続の増収・増益 2桁成長の要因についてご説明をさせて
いただきます。
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当社が属します技術者派遣事業の市場規模、並びに、当社の主要顧客先でありますメ
ーカー、企業の研究開発費の推移です。

まず初めに技術者派遣事業の市場規模は、1兆1,000億円～1兆3,000億円となってい
ます。

慢性的なエンジニア不足に支えられ、毎年、市場規模を拡張しております。

次に顧客企業の研究開発費につきましても、安定的に推移している開発予算でござい
ます。

このようなマーケットに下支えされ、当社は8期連続の増収・増益、並びに、2桁成長
を達成できたと考えております。
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次に具体的な要因についてまとめさせていただきました。

1つ目に、長い歴史による顧客企業からの信頼感。当社は本年9月に会社設立60周年
を迎える技術者派遣企業の老舗企業でございます。

長い歴史によりまして、新卒技術者の配属や、既存の技術者の追加配属が可能となっ
ています。

2つ目に、8期前からアルトナーが作り上げてきたビジネスモデルです。

リーマンショック時に、メーカーから大量の技術者が契約解除により復帰してまいり
ました。その当時の当社の配属比率につきましては、後ほど詳細説明させていただき
ます。

上流工程に配属可能な優秀な学生を採用するため、当社では様々な特徴ある社内制度
を設計、導入しております。

また、顧客企業の上流工程の業務に合わせた特徴的な教育・研修を実施し、配属に繋
げています。このことにより、技術者単価が上昇し、その結果、利益率が上昇してま
いりました。

最後に、マーケットニーズの高い技術分野への技術者の配属です。

特にEV、いわゆる電気自動車、FCV(燃料電池自動車)、インフラや自動運転、半導体
の開発プロジェクトに積極的に技術者を配属しております。

そのことによりまして、稼働率が高水準で推移しております。

それでは具体的に1項目ずつ説明させていただきます。
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当社の前身は有限会社関口興業社として、1953年に兵庫県の尼崎市に創業しています。
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関口興業社の100%子会社として、1962年株式会社大阪技術センターを設立。

1998年 株式会社アルトナーに社名変更。

2007年にジャスダックに上場。

2017年に東京証券取引所市場第二部へ市場変更。

そして、2018年 東京証券取引所市場第一部に指定。

そして、本年度2022年 東京証券取引所プライム市場へ移行。そして、会社設立60周
年を迎える企業でございます。
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次に8期連続の増収・増益の要因のまとめ２つ目です。

メーカーの業務工程に対応する当社の各グループといたしまして、左から上流工程で
あります研究開発領域。真ん中、中流工程であります製品開発領域。最後に下流工程
であります生産関連領域。様々な領域から技術者の要請が当社にきます。

先程ご説明しました通り、リーマンショック時の当社の配属構成は、製品開発領域か
ら生産関連領域に大きなウエイトがありました。そのことにより、景気動向に左右さ
れやすい中流から下流の技術者のウエイトを研究開発領域から製品開発領域にあたり
ます上・中流工程へのウエイトシフトを数年間かけて実践・実行してまいりました。

そのことにより景気動向に左右されにくい体制・構造に変革することができました。

これが大きな8期連続の増収・増益の要因だと考えております。
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そのためには優秀なエンジニアの採用が不可欠となってまいります。

同業他社比較での特徴のある制度設計。あるいは、メーカーと比べて特徴のある制度
設計が必要となってまいります。

代表的な制度といたしましては、成果報酬型の給与体系の導入。

または、エリアを限定して働くことができる制度設計。

また、各グループに入社後、それぞれのグループに移籍することのできる社内公募制
度。

最後にエンジニアとしての目標をサポートするという目的のため、転職支援制度を設
計・導入しております。
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特に特徴のある転職支援制度について、もう少し詳しくご紹介させていただきます。

転職支援制度とは、当社の技術者が、当社の正社員としてキャリアを積む選択も、ま
た、顧客企業に転職して新しい世界にチャレンジする選択も、同様に尊重する基本方
針のもと、顧客企業のメリットといたしましては、アルトナーの技術者を自社で試用
したのち、実力を見極めた上で、採用することが可能です。

一方、技術者のメリットとしては、アルトナーで経験を積んで実力をつけて、顧客企
業に実際に転職できる、目標設定ができるというメリットがあります。

最後に当社のメリットといたしましては、まず採用面においてはメーカー就職希望で
これまで技術者派遣の業務に関心が薄く、当社への入社に結びついてこなかった学生
層が関心を持ち入社につながっています。

一方、営業面につきましては当社から転職した技術者が転職先で活躍することで、“
アルトナー出身者”のイメージが向上し、転職した技術者により当社と顧客企業との
関係がより強くなってまいります。
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次に要因の3つ目。マーケットニーズの高い技術分野への技術者の配属についてです。

現在、特に自動車関連メーカーとの取り引きにつきましては、エコカープロジェクト、
燃料電池自動車のプロジェクト、自動運転へのプロジェクト、特に半導体製造装置プロ
ジェクトに集中し、人財の派遣を展開しております。
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8期連続の増収・増益を達成するために、必要な売上利益の構成要素についてご説明
をさせていただきます。

まず、売上高につきましては総技術者数×稼働率。このことにより稼働人員が設定さ
れます。それに1人当たりの1時間の技術者単価、それに働いた時間労働工数を掛ける
ことにより売上高が計上されます。

従いまして、成長性を維持していくためには、技術者数の増員、高稼働率の確保、技
術者単価の上昇、労働工数の確保のそれぞれの項目がポイントになってまいります。

最後に利益率向上の2つのポイントといたしましては、1つ目、売上総利益率の向上に
つきましては、1人当たりの技術者単価の上昇が必要となってまいります。

2つ目に営業利益率の向上につきましては、技術者の増員に伴う間接部門の増員を管
理効率の向上により抑え、販売管理費率の上昇を抑えることにより、営業利益率の向
上が望めます。

これらの項目についての推移についてご説明をさせていただきます。
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まず採用についてです。

新卒技術者採用につきましては、2018年度以降。

2022年度で166名。本年度も160名の採用で、今活動を展開しております。

まず新卒技術者の安定的な確保による技術者数の増員。

次にマイナス要素といたしましては、離職率、つまり退職率があります。

これを制度向上、報酬向上、キャリアパス、やりがい、様々な労務政策を展開し安定
的な離職率、いわゆるマイナス要素の維持が必要となってまいります。

概ね9％前後で離職率は推移しております。

次に新卒技術者での人員数の確保に加えて、当社ではキャリア技術者の採用も展開し
ています。

概ね昨年までは30名前後の採用実績数でございましたが、中期経営計画初年度の本年
よりキャリア採用と新卒の技術者採用数をバランスさせ、両面での増員展開を図って
いく戦略でございます。
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次に技術者数と稼働率です。

第1四半期技術者数は1,113名となっております。平均です。

第1四半期末で1,216名でございます。

稼働率は第1四半期平均で98.3％の高稼働率で推移しています。
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次に技術者単価並びに労働工数です。

コロナ禍におきまして未経験者の配属に大変苦労いたしました。

一昨年より、昨年、本年度の前半までは、価格よりも配属優先の営業展開を実行して
まいりました。

第1四半期から、第2四半期以降につきましては、技術者単価の回復に向けた配属展開
を実行してまいります。

労働工数につきましては、第1四半期平均で172時間。概ね季節要因ありますが175
～165時間で労働工数は毎月推移しております。
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それらを踏まえましての売上高の過去推移。

上段に中期経営計画最終年度でございます2025年1月期、116億円を目指してまいり
ます。

営業利益率につきましても、12.5％の2022年1月期実績から、中期経営計画最終年
度14.0％を目指してまいります。
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技術者数につきましては、中期経営計画最終年度1,600名を目指して展開してまいり
ます。
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次に徹底した研修制度により高度な技術力を確保していくということについて、ご紹
介いたします。
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まずここでは当社の入社から配属、配属後のフォロー研修についてのフローでござい
ます。
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まず、産学連携。

大学との連携や、当社の教育訓練の出版の教材の出版。あるいは所属学会・団体との
連携、能力開発論文集の制作等を実行しています。
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また、全社員向けの能力開発セミナーや
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キャリアサポート講座を通じて、配属後のエンジニアのキャリアアップのサポートを
積極的に実行しております。
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次にプライム市場の上場維持基準達成への計画についてご説明をいたします。
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プライム市場の上場維持基準への適合状況については、2021年6月30日において、
プライム市場の上場維持基準を充たしていないことから、「新市場区分の上場維持基
準の適合に向けた計画書」を東証の方に提出させていただいております。

未充足の状況につきましては、流通株式時価総額100億円以上に対して、移行基準時
点の評価は41億円でございました。
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流通株式時価総額100億円達成の必須条件と計画期間についてご説明いたします。

4/1決定の株式の売出しにおきまして、流通株式比率が現在71.28％に比率上昇して
おります。

それによりまして、流通株式数が増加しております。

達成のための必須要件といたしましては、当社は70％と設定させていただいておりま
す。

また、PERにつきましては、12.7倍を15.0倍。

１株当たりの当期純利益68.59円を93.34円まで上昇させ、株価を、理論株価1,400
円を目指すことにより、必須要件であります、100億円を計画期間３カ年において達
成していく、中期経営計画を作成させていただいております。
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流通株式時価総額100億円達成に向けた取り組みのまとめです。

まず1つ目は流通株式比率の引き上げ。

2つ目に1株当たり当期純利益の拡大。

3つ目に株主還元の拡大です。

流通株式の比率につきましては、既に70％超まで上昇を達成しております。（正式な
株主構成は7月31日の株主名簿で判明）

1株当たりの当期純利益の拡大の政策につきましては、「カーボンニュートラル」を
戦略の中心に据えて、採用・教育・営業の社内体制を構築し、事業規模拡大を目指し
てまいります。

また、潤沢な手元資金を活用し、新たな専門技術領域の化学分野や、土木建築等の事
業会社の獲得を目的としたM&A等の実施を実行してまいります。

また、株式の還元政策につきましては、既に昨年度より30％ベースの配当性向を50
％に引き上げております。

また、総合還元性向という考えの中、自社株買い等につきましても様々なタイミング
で検討を進めてまいります。
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更にはIR活動の強化といたしまして、個人・機関投資家への情報発信の強化や、外国
人投資家を意識した英文開示の推進、また、コーポレートガバナンス・コードへの対
応を実施してまいります。
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引き続き中期経営計画の概要をご説明します。

基本方針、基本施策はご覧の通りです。
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この3カ年におきましての事業環境の予測です。

エンジニアの不足感は慢性的。

コロナ禍はウィズコロナから、アフターコロナに向かっていく。

中心となるテーマにつきましては、「カーボンニュートラル」関連、自動車業界、半
導体製造装置関連が中心となるテーマ、並びに業界として位置付けております。
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アルトナーの持続的成長および次世代成長の考え方といたしましては、「カーボンニ
ュートラル」を戦略の中心に据え、そのプロジェクトに積極的に当社のエンジニアを
配置していくという考え方です。
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「カーボンニュートラル」に対する採用・教育・営業の取り組みといたしましては、
「カーボンニュートラル」のプロジェクトに対応できる新卒・キャリア採用を積極的
に実行してまいります。

右の数字に関しましては採用人数に対する、新卒・キャリアの「カーボンニュートラ
ル」の採用マッチング率です。

次に教育につきましては、益々高まるソフトウェア、電気・電子領域のエンジニアニ
ーズに応えるということで、研修スタッフの増強を図ってまいります。

最後に営業につきましては、技術者単価が他のプロジェクト比で約10％高い「カーボ
ンニュートラル」のプロジェクトに積極的にエンジニアを配属してまいります。

そのことにより結果、売上高、並びに、利益率が向上いたします。

2022年1月期41.3％の配属率を、中期経営計画最終年度50.0％まで、配属率を引き
上げていく目標でございます。
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これらをまとめまして、まず技術者数の新卒採用の計画、キャリア採用の計画。

166人を197人へ、キャリア採用35人を172人へ。

離職率11.3％を8.3％で抑え、総技術者数の確保を行ってまいります。

結果、1,073人の技術者を1,600人へ達成してまいります。

次に採用にかかるコストです。これは営業利益率に関連します。

採用コストにつきましては、3億円のコストが倍増し、約6億円の前提を置かせていた
だいております。

売上高における採用コスト比率は3.1％から、4.8％に上昇してまいります。

しかしながら、売上高並びに、技術者単価の上昇により、この採用コストを吸収し、
営業利益率12.5％から14.0％、1.5pt上昇させてまいります。
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後は当社のSDGsへの取り組みについて。
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続きまして、安定的かつ継続的な配当の実施についてです。



37

当社は配当性向50％の方針を出し、’23年予想で中間19.00円、期末19.00円、年間
38.00円の年間配当の計画でございます。

配当性向率50.7％を計画しております。
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１株当たりの年間配当金の過去の推移です。
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経営数値目標。ROE20％以上、配当性向50％以上を確保してまいります。
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これらの戦略を踏まえて第61期 第1四半期の決算がすでに発表されております。簡単
にご紹介します。
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第61期 第1四半期の決算概要の総括です。

市場環境につきましては、ようやくコロナ禍が収束に向かいつつ、ウィズコロナの政
策に取引先も方針転換がなされています。

また主要顧客メーカーは、引き続き、研究開発予算を増加させ、積極的なエンジニア
ニーズがございます。

次に技術者派遣事業の概要につきましては、ご覧の通りです。

費用の状況につきましても記載の通りでございます。
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第1四半期 業績ハイライトです。

前年同期比対比で、売上高で11.4％の増収、営業利益で16.0％の増益、経常利益で
15.0％の増益、四半期純利益で15.1％の増益。よって営業利益率16.9％で、第1四
半期着地しております。
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43ページ以降は売上高のそれぞれの構成。

派遣、請負の構成。



44

取引先の業種別の売上高の構成。
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技術者の分野別の売上高の構成。
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地域別の売上高の構成について記載させていただいております。
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第61期 業績予想、前提条件。
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第1四半期 業績予想の進捗です。

売上で25.4％、営業利益で32.9％、経常利益で33.0％、当期純利益で33.0％の進捗
率でございます。
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50ページ以降、参考資料を添付させていただいております。

時間の関係で説明は割愛させていただきます。

以上、ご説明終了させていただきたいと思います。

ありがとうございました。
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